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厚生労働省の任務（厚生労働省設置法第３条）

厚生労働省は、国民生活の保障及び向上を図り、並びに経済の発展に寄与するため、

社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進並びに労働条件その他の労働者の働く

環境の整備及び職業の確保を図ることを任務とする。

大 臣 官 房

医 政 局

健 康 局

医薬 ・生活衛生局

労 働 基 準 局

安 全 衛 生 部

職 業 安 定 局

人 材 開 発 統 括 官

子 ど も 家 庭 局

社 会 ・ 援 護 局

障 害 保 健 福 祉 部

老 健 局

保 険 局

年 金 局

政 策 統 括 官

組織等 年 度 末 定 員 ・・・33,103名

（所管法人）・・・（独）医薬品医療機器総合機構

（所管法人）・・・国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所

（所管法人）・・・（独）国立重度知的障害者総合施設のぞみの園

（所管法人）・・・（独）福祉医療機構

（所管法人）・・・（独）国立病院機構、（独）地域医療機能推進機構

国立研究開発法人国立がん研究センター 他5法人

（所管法人）・・・日本年金機構、年金積立金管理運用独立行政法人

（所管法人）・・・全国健康保険協会

（所管法人）・・・（独）労働政策研究・研修機構

（所管法人）・・・（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構

（特別会計）・・・年金特別会計（子ども・子育て支援勘定）

（特別会計）・・・年金特別会計（健康勘定）

（特別会計）・・・年金特別会計（業務勘定、基礎年金勘定、国民年金勘定、厚生年金勘定）

（特別会計）・・・労働保険特別会計（労災勘定）

（特別会計）・・・労働保険特別会計（徴収勘定）

（所管法人）・・・（独）労働者健康安全機構

（特別会計）・・・労働保険特別会計（雇用勘定）

厚生労働省の任務と組織等の概要

国立ハンセン病療養所

国立医薬品食品衛生研究所

国 立 保 健 医 療 科 学 院

国立社会保障・人口問題研究所

国 立 感 染 症 研 究 所

国立児童自立支援施設

国立障害者リハビリテーションセンター

検 疫 所

地 方 厚 生 局

都 道 府 県 労 働 局

中 央 労 働 委 員 会

（外局）

（内部部局）

（地方支分部局）

（施設等機関）

（所管法人）・・・外国人技能実習機構

雇 用 環 境 ・ 均 等 局 （所管法人）・・・（独）勤労者退職金共済機構



省庁別財務書類とは
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省庁別財務書類は、資産や負債などのストックの状況、当該年度の費用や財源などの

フローの状況といった財務状況を一覧でわかりやすく開示する観点から企業会計の考え

方及び手法（発生主義、複式簿記）を参考として、平成14年度決算分より作成・公表して

いるものです。

一般会計及び特別会計を合算した「省庁別財務書類」のほか、参考として各省庁の業

務と関連する事務・事業を行っている独立行政法人などを連結した「省庁別連結財務書

類」も作成・公表しています。

貸借対照表（令和２年度末）

業務費用計算書（令和２年度）

＊ 単位：億円（億円未満切り捨て）

令和元年度
（令和2年3月31日）

令和2年度
（令和3年3月31日）

令和元年度
（令和2年3月31日）

令和2年度
（令和3年3月31日）

＜ 資産の部 ＞ ＜ 負債の部 ＞

現金・預金 252,087 238,436未払金 88,203 88,719

たな卸資産 79 86支払準備金 2,713 2,947

未収金等 55,297 61,477未経過保険料 236 225

貸付金 1,446 1,421賞与引当金 188 188

運用寄託金 1,132,032 1,125,531借入金 14,524 14,466

その他の債権等 1 1責任準備金 76,343 75,048

貸倒引当金 ▲ 12,559 ▲ 14,546公的年金預り金 1,211,859 1,217,979

有形固定資産 5,273 5,454退職給付引当金 3,092 2,881

国有財産（公共用財産除く） 5,127 5,193その他の債務等 45 45

物品 145 261負債合計 1,397,207 1,402,501

無形固定資産 790 762＜ 資産・負債差額の部 ＞

出資金 56,622 64,500資産・負債差額 93,864 80,625

資産合計 1,491,071 1,483,126負債及び資産・負債差額合計 1,491,071 1,483,126

令和元年度
（自平成31年4月 1日）
（至令和 2年3月31日）

令和2年度
（自令和2年4月 1日）
（至令和3年3月31日）

人件費 2,575 2,616

賞与引当金繰入額 188 188

退職給付引当金繰入額 223 105

その他の社会保障費 653,347 688,688

補助金等 191,203 255,843

委託費等 3,796 4,293

独立行政法人運営費交付金 4,502 4,606

庁費等 2,783 8,417

その他の経費 4,600 10,058

減価償却費 349 409

責任準備金繰入額 ▲ 431 ▲ 1,295

貸倒引当金繰入額 5,358 7,685

支払利息 0 0

資産処分損益 26 30

出資金評価損 0 -

費用合計 868,525 981,649
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～省庁別財務書類(厚生労働省)の概要～

○ 厚生労働省の省庁別財務書類においては、一般会計及び特別会計（労働保険特別会
計、年金特別会計（内閣府所管を除く）及び東日本大震災復興特別会計）を合算（会計
間取引については、相殺消去）して作成しています。

また、ここでは、「貸借対照表」と「業務費用計算書」を中心に説明していますが、
省庁別財務書類においては、このほか、資産・負債差額の増減を要因別に表している
「資産・負債差額計算書」、財政資金の流れを区分別に明らかにしている「区分別収支
計算書」、さらに各計算書の附属明細書も作成しています。

詳細については、別途公表している「省庁別財務書類」、「特別会計財務書類」をご
参照ください。

～貸借対照表のポイント～

（資産）

○ 運用寄託金は、資産総額の約7割を占めています。これは、年金特別会計における年金積立
金管理運用独立行政法人の寄託金額を計上しています。

○ 現金及び預金は、資産総額の約1割を占めています。これは、年金特別会計（12兆6,462億
円）、労働保険特別会計（11兆1,974億円）における積立金等の残高です。

○ 資産の減少の主な要因は、「現金・預金」について、1兆3,650億円減少したことによるもので
す。

（負債）

○ 公的年金預り金が負債総額の約8割を占めています。これは、厚生年金及び国民年金に係る
現金・預金及び運用寄託金（いわゆる積立金）並びにその他将来の年金給付財源に充てるた
めに保有している資産の合計額から、未払金相当額を控除した額を計上しています。

○ 負債の増加の主な要因は、「公的年金預り金」について、6,120億円増加したことによるもので
す。

～業務費用計算書のポイント～

業務費用計算書は、政策別コスト情報の経費を国の予算・決算の科目に対応した形態別に表
示している計算書です。

○ 年金給付費（厚生年金給付費、基礎年金給付費、国民年金給付費）や、失業等給付費、労災
保険給付費などの社会保障費が費用合計額の約7割を占めています。

○ 業務費用計算書の主な増加内容は、補助金等の増加（前年度比＋6兆4,640億円）で、主に新
型コロナウイルス感染症関連の補助金の増加です。
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資 産（148兆3,126億円）

省庁別財務書類 ストックの状況 （貸借対照表）

主な増減要因等について（対前年度末比 ▲7,945億円）

 運用寄託金（112兆5,531億円：対前年度末比 ▲6,501億円）

・ 主に年金特別会計厚生年金勘定の年金積立金管理運用独立行政法人への寄託の減少
による減少

 現金・預金（23兆8,436億円：対前年度末比 ▲1兆3,650億円）

・ 主に労働保険特別会計雇用勘定の財政融資資金預託金等の減少による減少

 出資金（6兆4,500億円：対前年度末比 ＋7,877億円）

・ 主に年金特別会計健康勘定の全国健康保険協会に対する出資金の増加による増加

【現金・預金】
日本銀行預金及び財政融資資金預託金

＊ 単位：億円（億円未満切り捨て）

【出資金】

独立行政法人福祉医療機構、全国健康保
険協会、独立行政法人地域医療機能推進
機構等への出資金

【未収金等】
当年度末における当年度分及び過年度分
の保険料の未収額（未収保険料） 等

【運用寄託金】
年金特別会計における年金積立金管理運
用独立行政法人の寄託金

【有形固定資産】
国有財産（土地、建物など）、物品（車両、
事務機器など）
令和元年度末：5,273

令和 2年度末：5,454

1,491,071 1,483,126

56,622 64,500

1,132,032 1,125,531 

42,818 47,019

252,087 238,436

0

200000

400000

600000

800000

1000000

1200000

1400000

1600000

令和元年度末 令和2年度末
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負 債（140兆2,501億円）

主な増減要因等について（対前年度末比 ＋5,294億円）

 公的年金預り金（121兆7,979億円：対前年度末比 ＋6,120億円）

・ 主に年金特別会計厚生年金勘定の公的年金預り金の現金・預金の増加による増加

 責任準備金（7兆5,048億円：対前年度末比 ▲1,295億円）

・ 主に労働保険特別会計労災勘定の責任準備金が年金受給者数の減少等による減少

5

＊ 単位：億円（億円未満切り捨て）

【責任準備金】
翌年度以降の労災年金給付に必要と見
込まれる額

【退職手当引当金】
退職手当等にかかる引当金
令和元年度末：3,092

令和 2年度末：2,881

【未払金】
年金給付の未払金など

【公的年金預り金】
厚生年金及び国民年金にかかる積立金
など

【借入金】
旧日雇健康勘定に係る歳入不足補てん
債務借入金など
令和元年度末：14,524

令和 2年度末：14,466

【支払備金】
当該年度に支払うべき債務で、支払の
ため翌年度以降に繰り越されるべき労
災保険給付など
令和元年度末：2,713

令和 2年度末：2,947

1,397,207 1,402,501

1,211,859 1,217,979

76,343 75,048

88,203 88,719

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

令和元年度末 令和2年度末
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費 用 （98兆1,649億円）（業務費用計算書より）

フローの状況

主な増減要因等について（対前年度比 ＋11兆3,124億円）

 補助金等（25兆5,843億円：対前年度比 ＋6兆4,640億円）

・ 主に新型コロナウイルス感染症関連の補助金の増加による増加

 その他の社会保障費（68兆8,688億円：対前年度比 ＋3兆5,341億円）

・ 労働保険特別会計雇用勘定の雇用安定等給付費が受給者数の増加等による増加
（＋3兆225億円）

・ 年金特別会計基礎年金勘定の基礎年金給付費の年金受給者数の増加等による増加
（＋4,185億円）

＊ 単位：億円（億円未満切り捨て）

【人件費】
職員の給与、退職給付引当金など
令和元年度末：2,988

令和 2年度末：2,911

【その他の社会保障費】
基礎年金給付費、国民年金給付費、
厚生年金給付費など

【補助金等】
後期高齢者医療給付費等負担金、国
民健康保険療養給付費等負担金など

【委託費等】
国家公務員共済組合連合会等交付
金など
令和元年度末：3,796

令和 2年度末：4,293

【独立行政法人運営費交付金】
独立行政法人に交付した運営費交付
金
令和元年度末：4,502

令和 2年度末：4,606

981,649

868,525

191,203

255,843

653,347

688,688

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

令和元年度 令和2年度
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（参考）連結財務書類について

連結財務書類は省庁の財務書類に独立行政法人などの財務諸表を連結した省庁別
の連結財務書類を参考情報として作成しています。

貸借対照表（令和２年度末）

業務費用計算書（令和２年度）

＊ 単位：億円（億円未満切り捨て）

令和元年度
（令和2年3月31日）

令和2年度
（令和3年3月31日）

令和元年度
（令和2年3月31日）

令和2年度
（令和3年3月31日）

＜ 資産の部 ＞ ＜ 負債の部 ＞

現金・預金 325,392 325,311未払金 89,857 90,787

有価証券 1,541,839 1,895,086賞与引当金 897 919

たな卸資産 211 227独立行政法人等債券 5,661 5,311

未収金等 58,663 65,407借入金 51,964 65,958

貸付金 42,311 55,959責任準備金 130,770 131,116

貸倒引当金 ▲ 13,033 ▲ 15,090公的年金預り金 1,211,859 1,217,979

有形固定資産 28,118 28,402退職給付引当金 9,909 9,546

国有財産（公共用財産除
く）

25,832 25,855その他の債務等 1,651 1,586

物品 2,285 2,546

無形固定資産 1,490 1,459

出資金 47 59負債合計 1,506,351 1,527,196

その他の資産 2,182 2,176＜ 資産・負債差額の部 ＞

資産・負債差額 481,306 832,226

資産合計 1,987,657 2,359,423負債及び資産・負債差額合計 1,987,657 2,359,423

令和元年度
（自平成31年4月 1日）
（至令和 2年3月31日）

令和2年度
（自令和2年4月 1日）
（至令和3年3月31日）

人件費 12,491 12,741

賞与引当金繰入額 896 918

退職給付引当金繰入額 1,459 1,025

その他の社会保障費 622,260 656,759

補助金等 178,721 242,768

委託費等 5,627 6,225

庁費等 2,783 8,417

その他の経費 57,860 63,550

減価償却費 1,932 1,983

責任準備金繰入額 491 346

貸倒引当金繰入額 5,426 7,834

支払利息 364 324

資産処分損益 49 68

その他の臨時損失等 87 61

費用合計 890,453 1,003,025
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連結財務書類 ストックの状況 （貸借対照表）

資 産（235兆9,423億円）

主な増減要因等について（対前年度末比 ＋37兆1,765億円）

 有価証券（189兆5,086億円：対前年度比 ＋35兆3,247億円）

・ 主に年金積立金管理運用独立行政法人の有価証券の時価総額の増加による増加

1,987,657

＊ 単位：億円（億円未満切り捨て）

【現金・預金】
日本銀行預金及び財政融資資金預託金

【有価証券】
年金積立金管理運用独立行政法人が有
する有価証券など

【未収金保険料等】
本会計年度分及び過年度分の保険料の
未収額（未収保険料）、その他の未収金
等

【貸付金】
独立行政法人福祉医療機構等における
貸付金など

【有形固定資産】
国有財産（土地、建物など）、物品（車両、
事務機器など）

2,359,423

28,118 28,402
42,311 55,959
47,860 52,553

1,541,839

1,895,086

325,392

325,311
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負 債（152兆7,196億円）

主な増減要因等について（対前年度末比 ＋2兆845億円）

 借入金（6兆5,958億円：対前年度比 ＋1兆3,994億円）

・ 主に独立行政法人福祉医療機構の借入金の増加による増加

 公的年金預り金（121兆7,979億円：対前年度比 ＋6,120億円）

・ 主に年金特別会計厚生年金勘定の公的年金預り金の現金・預金の増加による増加

【未払金】
年金給付の未払金など

【責任準備金】
翌年度以降の労災年金給付に必要と見
込まれる額及び独立行政法人勤労者退
職金共済機構における責任準備金

【公的年金預り金】
厚生年金及び国民年金にかかる積立金

＊ 単位：億円（億円未満切り捨て）

1,527,196

【借入金】
旧日雇健康勘定に係る歳入不足補てん
債務借入金、連結対象法人における民
間金融機関からの借入金など

【退職給付引当金】
退職手当等にかかる引当金
令和元年度末：9,909

令和 2年度末：9,546

【独立行政法人等債券】
独立行政法人勤労者退職金共済機構に
おける財形住宅債券など
令和元年度末：5,661

令和 2年度末：5,311

1,506,351

51,964 65,958 

1,211,859 1,217,979 
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費 用 （100兆3,025億円）（業務費用計算書より）

連結財務書類 フローの状況

主な増減要因等について（対前年度比 ＋11兆2,571億円）

 補助金等（24兆2,768億円：対前年度比 ＋6兆4,046億円）

・ 主に新型コロナウイルス感染症関連の補助金の増加等による増加

 その他の社会保障費（65兆6,759億円：対前年度比 ＋3兆4,499億円）

・ 労働保険特別会計雇用勘定の雇用安定等給付費が受給者数の増加等による増加
（＋3兆225億円）

・ 年金特別会計基礎年金勘定の基礎年金給付費が年金受給者数の増加等による増加
（＋4,185億円）

【その他の社会保障費】
基礎年金給付費、国民年金給付費、厚生
年金給付費など

【補助金等】
後期高齢者医療給付費等負担金、生活保
護費等負担金、連結対象法人が支出する
助成費など

【その他の経費等】
独立の科目で表示されているもの以外の
経費、支払利息、資産処分損益等

＊ 単位：億円（億円未満切り捨て）

【人件費】
職員の給与、退職給付引当金など
令和元年度末：14,847

令和 2年度末：14,685

【委託費等】
国家公務員共済組合連合会等交付金及
び連結対象法人が支出する助成費のうち
補助金等に計上されないものなど
令和元年度末：5,627

令和 2年度末：6,225
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1,003,025
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※令和２年度連結財務書類における連結対象法人（※）は以下のとおりです。

〇独立行政法人等 20法人

（独）福祉医療機構、（独）国立重度知的障害者総合施設のぞみの園、（独）勤労者退職金共

済機構、（独）医薬品医療機器総合機構、国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所、

（独）国立病院機構、（独）労働政策研究・研修機構、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構、

（独）労働者健康安全機構、（独）地域医療機能推進機構、 年金積立金管理運用独立行政法人、

国立研究開発法人国立がん研究センター、国立研究開発法人国立循環器病研究センター、

国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター、国立研究開発法人国立国際医療研究

センター、国立研究開発法人国立成育医療研究センター、国立研究開発法人国立長寿医療

研究センター、日本年金機構、全国健康保険協会、外国人技能実習機構

※上記法人名は令和３年３月３１日現在のもの。

連結対象法人の範囲と会計処理について

連結財務書類は、厚生労働省の業務と関連する事務・事業を行っている法人を連結対
象としています。

なお、「業務関連性」により連結する独立行政法人などは、『厚生労働省が監督権限を
有し、国から財政支出を受けている法人』とし、監督権限の有無及び財政支出の有無に
よって業務関連性を判断することとしています。

また、連結に際しては、独立行政法人などの既存の財務諸表を利用し、独立行政法人
などに固有の会計処理について、連結に際して必要な修正を行った上で連結することとし
ています。


